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電報流動からみた昭和初期のわが国の機能地域
I はじめに
近年のわが国では，地域間流動データの整備に
f半って，流動現象に基づく地域区分，すなわち機
能地域区分に関する研究が活発化している．これ
に関連して，石川（1988）は，主に都道府県単位で
現在までに入手しうる，戦後のわが国における流
動データとそれの利用研究を手際よく紹介してい
る．しかし，対象時期が近世・近代にさかのぼる
と，データの問題から，この方面の研究は不十分
である．それでも，東京・大阪の勢力圏に関して
は，明治初期の洋反物 ・洋糖・米の流動を扱った
巣崎（1961,1964）、大正中期から昭和初期にかけ
ての貨物・電報の流動を扱った山極（1925a、b）や
岩崎・田中（1938a、b）の研究がある．また，東京・
大阪を含む6大都市の勢力匿に関しては，大正中
期から昭和初期にかけての出生地別人口・米の集
散を指標にした研究（武見， 1934a、b、 c；川口，
1929）がある．しかし，これらの研究はほとんどが
主要都市の勢力圏の在り方に関心があり，それら
が核となって形成されるであろう，わが国全体の
機能地域構造の解明に焦点がおかれてはいない．
とれ以外の地域間流動データを扱った研究として
は，出稼移動に関する研究（山本， 1933a,b, C；辻
村・魚住， 1942a,b）があるが，職業別出稼出身者
の分布に関心があり，機能地域研究との接点は希
薄である．
それに対し，筆者（杉浦， 1979;Sugiura, 1978. 
1985）は，明治初期の国立銀行為替手形流動，明治
中期の銀行為替流動，明治後期の郵便為替流動，
大正中期の鉄道貨物流動等のデータに因子分析を
適用し，近代日本の機能地域構造を明らかにして
きた．近世・近代を対象時期にする機能地域研究
にとっては，何よりも新たなデータの発掘が重要
であるが，ときには従来注目されてこなかった指
標を用いることも必要である．例えば，数量経済
史の物価史研究（宮本， 1988；岩橋， 1981；山崎，
杉浦芳夫
1983）が試みたような，地域間米価変動率を地域区
分の指標に用いることも考えられるであろう．
Sugiura ( 1985）は，宮本(1988）が示した，
1751-1800年の13の国間の米価年変化率相関行列
にクラスター分析を適用し，米価変動からみた近
世のわが国の機能地域区分を行なっている．なお，
この種のデータは，相当数の研究蓄積がある経済
変動の地域的波及過程に関する研究（浅見， 1985)
において援用されている，様々な時系列分析手法
の適用対象でもあるため，データの繋備が進めば
より精綴な分析が可能である．
このような問題意識のもとに，本稿は，昭和
8(1933）年の電報の都道府県間流動の分析を通し
て，当時のわが国の機能地域構造を明らかにする
ことを目的としている．少なくとも筆者の知る限
りでは，この時期のわが国を対象とする機能地域
研究は皆無である．データの種類が異なるため，
明治・大正期の機能地域研究（杉浦， 1979;Sugiur-
a, 1978, 1985）との直接比較は困難であるが，当
時の電報流動は経済活動と密接に関係していたた
め（山極， 1925a；岩崎・田中， 1938a），同様な特徴
を有すると恩われる銀行為替（手形）流動に基づく
結果とのある程度の比較は許されるのではないか
と考えられる．
I 資料と方法
資料は， 『電報交流状況ニ関スル調査（其ノー）』
（逓信省電務局， 1935）である．昭和8(1933）年以前
にも，地方ごとに小規模な電報交流に関する調査
は行なわれていたとされるが，全国的調査は実施
されたことがなかった．ちなみに，大正12(1923) 
年の大阪の商圏を調べた山極（1925a），同じく昭
和11(1936）年にその追試調査を行なった岩崎・田
中（1938a），大正15(1926）年の小縛の商圏を調べ
た川口（1933）は，いずれも大阪中央電信局と小樽
郵便局へ依頼してデータを入手している．ところ
が，昭和8(1933）年4月，通信事業特別会計制度が
成立するに至り，これを機に電信事業の更生を図
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るための基礎データを得る目的で，初めての全国
的電報交流調査が行なわれた．その調査結果をま
とめたものが上記の冊子である．ただし，その序
文は， f其ノ二j以降の調査結果も公にすることを
示唆しているが，実際に刊行されたかどうかは不
明である．
そこでは，全国のすべての電信取扱局における，
昭和8(1933）年7月21～31日の11日聞の発・着信電
報が官報，私報，新聞報，為替局報別に調査され
ている.4種類の電報の中では，私報が全体の95%
と圧倒的割合を占めている．そして，私報の内容
は， 1）取引相場，金融，運輸，売買等の商業取引
に関するもの， 2）通知，社交，往来，承諾等の非
商業的なもの， 3）慶弔に関するもの， 4）その他，
にわけられている．ただし，この調査では，これ
ら四つの内容の割合については一切記載されてい
ないが，商業的なものがかなりの割合を占め，前
記の）I債に電報数は多かったであろうことが推測さ
れる．本稿では， OD表の形でまとめられている，
沖縄を含む47道府県間の電報流動と，北は札幌か
ら南は首里まで全国121都市間の電報流動のうち，
前者のデータ（ただし沖縄は除〈）を用い，自道府
県内流動も含めて，わが国の機能地域区分を試み
ることにする．なお，後者のデータに空間的相互
作用モデルを適用した分析は，別稿で行ないたい
と考えている．
地域区分のための分析方法は， 筆者の先行研究
と整合性をもたせる意味で，主因子法因子分析を
用いた．ただし，この場合，原データから相関行
列を求め，それを入力データとするのではなく，
次のように原データを列あるいは行ごとに二乗和
基準化した積和行列を入力データとしている（矢
野， 1984).
記x./ =1.0 (1) 
46 ヱx,l=1.0 
;=I 
(2) 
ただし， iは発道府県， jは若道府県， Xoは道府県
iから道府県jへの電報流動量で、ある.(1）式で定
義きれる尺度変換データを分析するものが因子分
析R技法であり，（2）式で定義される尺度変換デー
タを分析するものが因子分析Q技法である.R技
法によるOD行列の因子分析では，因子負荷量が
主要若1也を，因子得点が主要発地を識別し， Q技
法の場合はその逆である．通常の相関行列から出
発する因子分析では，流出パターンないしは流入
パターンの類似性から機能地域区分がなされるた
め，流動量の大小は全〈考慮、されていない．後者
の点は，単位地域聞の結合度が問題になる機能地
域区分においては，看過しえない問題である．そ
れに対し，二乗和基準化積和行列から出発する因
子分析は，パターンの類似性に加え，ある程度ま
で流動量の大小を考慮しうるという利点がある．
II主要な流出・入ノ〈ターン
OD行列に対し，直接，因子分析を適用する前
に，主要な流出・入先をみてみよう．その意図する
ところは，最も単純に流動ノマターンをとらえると
ともに，データから抽出する因子数におおよその
目安をつける意味合いもある．通常行なわれるよ
うに，機械的に固有値1.0以上の因子を抽出するの
ではなく，現実の地域構造を反映する因子を抽出
するには，このような作業は不可欠である．なお，
ここでいう主要な流出・入先とは，第1位流出・入
先と，第1位流出・入量の80%以上の流出・入量を
もっ第2位流出・入先をきしている．
第l図によれば，主要流出先と主要流入先は基
本的には同様なパターンを示している．このこと
は，流動が対称的であることを示唆している．流
出パターンでみると，東京が主に東日本を中心と
する23道府県の，大阪が西日本の16県の第1位流
出先となっている．前者について正確に述べると，
東日本の道府県のほかに，愛知，京都，大阪，兵
庫といった， 6大都市がある西日本の府県も含ま
れている．また後者については，西日本の中でも，
前出の近畿地方の府県と北・中九州、｜の県は含まれ
ていない．東京，大阪以外には，福岡が4県，北
海道が2府県，愛知が1県の第1位流出先となっ
ている．したがって，少なくともこれら 5道府県
を中心とする機能地域が因子分析Q技法によって
抽出されることが期待きれよう．
第1位流出先に措抗する第2位流出先をもっ府
県はさほど多くないが，それでも北陸・東海地方に
ある程度の集中がみられる． これらの地方は，東
京と大阪の商閣が交錯する場所でもある．両都市
の商圏境界は，大正12(1923）年には，日本海側に
おいて富山県東部，太平洋側において静岡・愛知両
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県境付近にあった（山極， 1925b）.それが，昭和
11 (1936）年になると，両者日市の商圏境界はより東
方へ移動したとされている（岩崎・田中， 1938b).
しかし，昭和8(1933）年の電報流動からみる限り
は，東京と大阪を主要な発・着地とする道府県の交
錯地帯は石川と愛知にあり，むしろ東京の都市勢
カ圏は函方へ拡大している．山極（1925b）や岩崎・
田中(1938b）による商圏設定が主に貨物の発着や
新聞の売上高といった物資流動に基づいてなされ
ているため，上記の相違点の中に，物資流動との
比較における情報流動の広域牲を読みとるべき7で
あろう．ちなみに，流出先からみた高率の自道府
県内流動をもつものでも， 40%台の北海道，鹿児
島が最高で、，同じく島峡部を自県内に含む島根，
長崎が30%台で続くほかは，殆どの府県の自府県
内流動E容は10～20%である．逆に，大阪，東京の
それは10%未満で，全国的電報流動の中心である
ことがわかる．総じて， 電報は広域的流動を示し
ているといえよう．
また，流出パターンの中には， 一種の階層構造
を読みとることができる．すなわち， 大阪，愛知，
北海道が東京を第1位流出先に，福岡が大阪を第
l位流出先にしているため，最大の流出・入量をも
っ東京を最上位階層の府県とすれば， 1）東京一大
阪 福ー岡一福岡を第 1位流出先とする県，2）東
京一大阪一大阪を第 l位流出先とする県， 3）東
京一愛知一愛知を第 1位流出先とする県， 4）東
京一北海道一北海道を第1位流出先とする県，と
いった階層構造が全体の流動パターンの中に存在
するのである．そして，これらの道府県はいずれ
も広域中心都市をもつものであるため，広域中心
都市が電報流動の結節点として機能していたこと
が示唆される．もっとも，宮城と広島が主要流出・
入先となっていないため，現代ではほぼ同じラン
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第2図 因子分析R技法による機能地域区分 k『明
クの広域中心都市とみなされる， 1）札幌，福岡，
2）仙台，広島（木内・田辺， 1971）との聞には，情報
流動の点からみても，この時期較差があったとい
えよう（阿部， 1987).
IV 因子分析による機能地域区分
電報流動OD行列に，流入パターンに着目する
因子分析R技法，流出ノマターンに着目する因子分
析Q技法のいずれを適用しても，固有値1.0以上の
因子は6個抽出される．そこで，因子数2から6
まで，それぞれの場合について直交パリマックス
回転を施した結果， R技法， Q技法，いずれにつ
いτも，5因子の場合の解釈が最も容易であった．
これは，主要流出・入パターンにおいて， 5道府県
が第1位流出・入先となっていた事実とも対応し
ている．ちなみに，第6因子まで抽出してみると，
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第6因子は，島根1県のみが主要な発・着地となる 地とする，九州を除〈西日本の機能地域を識別す
因子と解釈された．しかし，原データをみる限り， る因子と解釈される．第3因子（同11.0%）は，九
島根が独立に一つの地械を形成することは考えが 州各県を主要着地とし，福岡を主要発地とする，
たいため，第6因子は無意味な因子と判断し，拍 九州地方の機能地域を識別する因子と解釈され
出因子は第5因子までとした．なお，以下では， る．第4因子（同7.5%）は，愛知，岐阜，三重の東
負荷量絶対値0.5以上，得点絶対値0.5以上を目安 海3県に加え，滋賀と福井を主要着地とし，愛知
に，因子の解釈を行なっている． を主要発地とする，東海地方の機能地域を識別す
R技法による場合（第2図；第1表），上位5因 る因子と解釈される．第5因子（同6.6%）は，北海
子が金分散の75.5%を説明している．第1因子（国 道，青森，秋田，富山を主要着地とし，北海道を
転後の分散説明率29.2%）は，北海道を除〈，静 主要発地とする，北海道・日本海沿岸地方の機能地
問一長野一新潟以来の東日本の府県と，愛知，大 域を識別する因子と解釈される．
阪を主要着地とし，東京を主要発地とする，北海 繁雑さを避けるため， Q技法の結来についての
道を除く東日本の機能地域を識別する因子と解釈 詳しい解釈は省略するが，上位5因子によって全
される．第2因子（同21.2%）は，近畿・中国・四国 分散の72.2%が説明され， R技法の場合と比べる
地方の府県と福井を主要着地とし，大阪を主要発 と，各因子の発地と着地の関係が逆になった，ほ
第1表道府県関電報流動OD行列の因子構成 （R技法の場合）
因子 道府県 負荷量 得，長 因子 道府県 負荷量 得点
千葉 0.914 奈良 0.693 
埼玉 0.903 兵庫 0.678 
茨城 0.896 山口 0.599 
山形 0.882 2 福井 0.585 
宮城 0.875 京都 0.578 
群馬 0.857 大阪 0.574 0.726 
1 福島 0.854 島キ艮 0.568 
（分散説明率 神奈川 0.848 滋賀 0.545 
29.2%) 栃木 0.830 
山梨 0.830 福岡 0.841 0.678 
長野 0.826 佐賀 0.814 
静岡 0.810 3 熊本 0.774 
岩手 0.751 （同11.0%) 長崎 0.726 
秋田 0.746 宮崎 0.675 
新潟 0.738 大分 0.658 
愛知 0.580 鹿児島 0.500 
青森 0.573 
東京 0.567 0.904 岐阜 0.719 
大阪 0.525 4 愛知 。今629 0.582 
（同7.5%) 三重 0.624 
香川 0.880 滋賀 0.561 
愛媛 0.843 福井 0.551 
2 f恵島 0.825 
（同21.2%) 鳥取 0.779 5 北海道 0.896 0.912 
岡山 0.755 （同6.6%) 青森 0.726 
高知 0.729 富山 0.614 
広島 0.718 秋田 0.537 
和歌山 o. 710 
注）負荷量，得点とも絶対値0.5以上のもののみを示してある．
-39-
ィが
・主要発地（負荷重注 Io. s I ) 
O 主要着地（得点註 Io. s I ) 
第 I因子
第 3因子 第 5因子
0 250 
第3図 因子分析Q技法による機能地域区分 km 
ぽ類似の機能地域が抽出されている（第3図；第
2表）．相違点のみを列挙すると以下のとおりであ
る．第l因子では，愛知がぬけおち，代わりに富
山と京都が加わり，第2因子では滋賀がぬけおち，
第3関子では鹿児島がぬけおち，第4因子では石
川カf加わっている．前章でみたように，電報流動
がどの2道府県聞でもほぼ対称的であるため，こ
のように，流入パターン，流出パターンいずれの
側に着目しても類似の機能地域が抽出されるので
ある．
以上の結果を，明治15(1882）年の国立銀行為替
手形流動からみた機能地域（Sugiura,1978），明
治31(1898）年の銀行為替流動からみた機能地域
（杉浦， 1979）と比較してみよう．両時期ともに，
固有値1.0以上の鴎子は五つ抽出され，5～6個の機
能地域が設定されているが，昭和8(1933）年の場合
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と共通して抽出された因子は，東B本，西日本， 富山のJI頂に多い．また，当時，北海道と富山の間
北海道・日本海沿岸の各機能地域を識別する因子 には，富山の銀行が北海道に多くの支店をもち，
である．しかも，これらの因子は， 3時期に共通 富山は水田用肥料を北海道から大量に移入してい
して，第1・2・5因子であった．ただし，西日本 た，という経済的関係があった（阿部， 1981).
の機能地域の構成については，明治2時期におい 他方，明治期の機能地域に比べ，昭和初期の機
て九州｜がその中に含まれていたが，昭和8(1933）年 能地域の大きな違いは，外国貿易港横浜の後背地
にはぬけおちている，という違いがある．このこ 域に相当する機能地域，ならびに長崎からの石炭
とは，大阪を中心とする西日本の範域が縮小した 輸出に関係すると考えられる機能地域ないしは西
ことを意味するものである．また，昭和期になっ 日本の主要港湾都市聞の取引関係から生じた機能
ても，北海道・日本海沿岸地方が一つの因子として 地域が消滅し，代わって，九州地方，東海地方が
抽出されていることは，開拓期以来の機能的関係 それぞれ一つの機能地域として識別されたことで
が，北海道と因子構成県の間に依然として存在し ある．明治期以降の外国貿易港の地位の相対的低
続けていることを示唆する．例えば，昭和5(1930) 下や，内国水速に代わる鉄道網の拡充を考慮すれ
年の北海道の出生地別人口をみると，他県からの ば，これと関係した機能地域の消滅は，十分納得
出身者は，第5因子構成県であった青森，秋田， されるところである．それに対し，範域は狭小で
第2表 道府県間電報流動OD行列の因子構成（Q技法の場合）
因子 道府県 負荷量 得点 因子 道府県 負荷量 得点
埼玉 0.863 兵庫 0.640 
山形 0.858 和歌山 0.636 
群馬 0.842 山口 0.616 
茨城 0.833 2 大阪 0.610 0.698 
千葉 0.830 奈良 0.598 
栃木 0.822 島根 0.580 
1 山梨 0.822 福井 0.524 
（分散説明率 長野 0.820 京都 0.509 
27.1%) 宮城 0.817 
福島 0.817 福岡 0.819 0.621 
岩手 0.748 3 佐賀 0.798 
神奈川 0.740 （同10.5%) 熊本 0.763 
新潟 0.728 長崎 0.733 
秋田 0.721 宮崎 0.636 
静岡 0.700 大分 0.621 
東京 0.624 0.854 
青森 0.547 岐阜 0.682 
富山 0.529 4 愛知 0.676 0.523 
大阪 0.523 （同9.0%) 三重 0.631 
京都 0.508 滋賀 0.595 
福井 0.593 
香川 0.853 石川 0.535 
愛媛 0.826 
2 徳島 0.768 5 北海道 0.875 。目890
（同19目5%) 鳥取 0.752 （周6.1%) 青森 0.744 
岡山 0.743 秋回 。‘562
広島 0.736 富山 0.534 
高知 0.697 
注）負荷量，得点とも絶対値0.5以上のもののみを示してある．
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第3表正準負荷量行列（因子分析R技法による
機能地域区分の場合）
正準変量
2 3 4 5 
第l因子 0.653 -0.093 -0.554 -0.481 0.166 
第2因子 0.456 -0.130 0.558 0.008 -0.681 
第3因子 0.143 0.319 四0.428 0.828 0.096 
第4因子 0.237 -0.281 0.468 0.272 0.756 
第5因子 0.062 0.904 0.282 -0.260 0.178 
農業 -0.118 0.270 -0.117 -0.021 0.286 
水産業 0.056 0.919 0.183 -0.208 0.227 
鉱業 0.086 0.576 -0.324 0. 737 -0 .101 
工業 0.977 ’0.080 0.056 0.127 0.081 
商業 0 996 0.007 ・0.048 0.007 0.006 
交通業 0.946 0.248 0.040 0.092・0.089
公務自由業 0.958 0.109 ・0.210 ・0.039 0.070 
正準相関係数 0.996”0.896** 0.865** 0.670** 0.476・
カイニ乗値 332.112 148. 290 85. 848 32.869 9. 890 
自由度 35 24 
＊ネ有意水準1%
＊ 有意水準5%
あるが，福岡，名古屋をそれぞれ中心とする経済
圏が昭和初期の時点ですでに形成されていたこと
が，本稿の分析によって硲認された．これは，京
浜，京阪神に，中京，北九州を加えた，いわゆる
四大工業地帯の成立とも無関係ではないであろ
? . 
V 機能地域分化の要因
昭和15(1940）年発行の f逓信事業史第3巻』
（逓信省）には，最近の調査によると断わった上で，
電報の職業別利用状況が記載されている．それに
よると，全通数の3/4を，商業（45%），公務自由業
(14%），工業（14%）が占めている．また，有職者
の差出内容をみると， 24%の農業， 8%の公務自由
業を除けば，商業77%，交通業72%，水産業69%,
15 8 3 
鉱業67%，工業65%と，他の職業の人々はいずれ
も圧倒的に職業用に電報を利用している．特に商
業に関する数字から，全通数の1/3が商業活動に利
用されていることがわかる．ちなみに，当時の電
報料金は距離制ではなし均一制であり，日本国
内宛の私報ならば15字以内まで35銭（ただし，同一
市町村宛ならば10銭），以後5字増すごとに5銭（同
3銭）が加算される料金システムであった（日本電
信電話公社電信電話事業史編集委員会， 1959,p. 
431). 
このように電報と経済活動の密接な関係が示唆
されるが，以下では，個々の機能地域の特徴を，
経済的側面と非経済的側面から検討してみること
にする．まず経済活動との関連をみるために，昭
和5(1930）年の七つの産業（大分類）別人口（農業，
- 42-
第4表正準負荷量行列（因子分析Q技法による
機能地域区分の場合）
正準変量
2 3 4 5 
第1因子 0.615 -0.236 -0.549 -0.506 0.009 
第2因子 0.414 0.019 0.514 0.066 o.748 
第3因子 0.163 0.130 -0 .435 0.874 0.055 
第4因子 0.286 0.146 0.602 0.107 o.724 
第5因子 。白113 0.961 0.007 -0.214 0.131 
農業 -0.095 0.147 -0.251 -0.064 0.281 
水産業 0.064 0.940 0.082 0.141 0.244 
鉱業 0.094 0.391 -0.422 0.807・0.010
工業 0.978 -0.091 0.091 0.105 0.078 
商業 0.998 司0.019・0.037 0 .008 -0. 006 
交通業 0.946 0.229 -0.012 0.123・0.077
公務自由業 0.960 0.044 ・0.216 ’0.022 0.064 
正準相関係数 0.996“0.888”0.868** 0.623•• 0.434・
カイ二乗値 325.474 140.688 80 766 26.907 8.021 
自由度 35 24 
＊＊ 有意水準1%
＊ 有意水準5%
水産業，鉱業，工業，商業，交通業，公務自由業）
を説明変数群， R技法ならびにQ技法による因子
分析によって抽出された各五つの因子得点をそれ
ぞれ被説明変数群とする， 2組の正準相関分析を
試みた．いずれの場合も有意な正準相関係数は五
つ得られた（第3・4表）.R技法の五つの因子得点を
被説明変数群とする分析結果について，絶対値0.5
以ょの負荷量をもつものに着目して解釈すると，
以下のようになる．ただし，第3・5正準変量は説
明変数群との聞に高い負荷量を有さないため，対
象外とした．すなわち，第Lif:t程変量は，東日本
の機能地域と，第2次産業（工業），第3次産業（商
業，交通業，公務自由業）との相闘を，第2正準変
量は，北海道・日本海沿岸の機能地域と，水産業，
鉱業との相闘を，第4正準変量は，九州、｜の機能地
15 8 3 
域と鉱業との相関を示している.Q技法の五つの
因子得点を被説明変数群とする分析結果について
も，第2正準変量が，北海道・日本海沿岸の機能地
域と水産業との相関を示すほかは，同様で与ある．
正準相関分析は，複数の説明変数と複数の被説明
変数の相関関係を明らかにするものであって，す
ぐさま両者の聞の因果関係をときほぐすものでは
ない．このような留保条件はあるが，東京に最大
の集積をみていた製造業や卸売・小売・サービス
業，北海道の石炭産業や北方・沿岸漁業，福岡の石
炭産業が，東日本，北海道・日本海沿岸，九州、｜の各
機能地域形成に関係していたことはまちがいのな
いことであろう．
次に，機能地域の特徴を非経済的側面からみて
みよう．ここでいう非経済的側面とは，社交，慶
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弔等の社会的活動をきしている．こうした知人，
友人，近親者の問でなされる活動の展開パターン
は，しばしば人々の往来のパターンに反映されて
いる．これをとらえるのに適したデータとしては，
人口移動に関するものがすぐに想起されるが，あ
いにく戦前には調査されていない．代わって，本
稿では，昭和5(1930）年の各道府県の出生地別人口
でもって，人口移動を代替したい．ただし，出生
地別人口データは，人口移動データに比べて，次
のような欠点を有している．当該県にとっての他
県出身人口は，他県から当該県への直接的人口移
動を意味しない．それは，問題とする他県から，
それ以外の県を経由して当該県へ移り住んだ人口
も含んでいるからである．また，当該県内出身人
口の中には，当該県内を移動した人のほかに，他
県に移動後，再度当該県へもどった人もいるであ
ろうし，生まれてからまったく移動していない人
も含まれている（この割合が最も多いであろうに
要するに，通常の人口移動データとは異なり，出
生地別人口は，出生地が即移動直前まで住んでい
た居住地を意味しないのである．きらに，出生地
別人口をOD行列に配してみると，データの性格
からして列ごとの数値のみが意味をもっといえよ
っ．
このように，出生地別人口はかなり制約された
データであるが，自県内出生人口を除いた上で，
各道府県単位でみれば，出身道府県関でのr・竺地
別人口の大小関係，すなわち順位関係には一応の
意味があると考えられる．そこで，こうしたデー
タがもっ構造をとりだすために，非対称データ行
列に適用される，ノンメトリックなMDSの一種
である SSA-II(Guttman, 1968; Lingoes, 
1965）を，出生地別人口 OD行列に適用した．対称
データ行列に適用される通常のMDSとは異な
り， SSA-IIでは行解と列解がえられるが，本稿で
は，各列のデータの順位関係のみを保持して，デー
タがもっ構造を抽出しようとする列解を求めた．
そして，同様な方法を電報流動データにも適用す
れば，両方の解を比較することによって，出生地
別人口で代替される非経済的交流が，電報流動か
らみた機能地域にどの程度まで反映されているか
を知ることができるであろう．
ここでは，両方の2次元列解をそれぞれ出生地
空間，電報流入空間とよぴ，後者が前者によって
説明される割合を明らかにする．そのためには，
Tobler (1965; Gatrell. 1983）の 2次元ユーク
リッド回帰分析を適用すればよい．いま，出生地
空間における 1県の座標をあY；，電報流入空間に
おける i県の座標を U;,V；とすれば，前者の後者に
対する 2次元ユークリッド回帰式は次のように表
わされる．
）?? 。（?、 、?．， ，， ， ，
???
、
、 、 、
?』 ，，??
?
???
??
? ? ?
??
， ， ，
??
、 、
?
、 、?
?
? ．
??
，
??、 、
?、 、??
?，?
??
?
，??? 、 、 、
ただし，a1，ぬは通常の回帰式の定数項に当たり，
誤差をできるだけ小さくするように（最小二乗法的
に），一方の空間座標を他方の空間座標へ移動きせ
る機能を果たすパラメータである．また，通常の
回帰式の回帰係数に当たる bu,b12, b.1, b.2は，
座標の移動後，一方の空間座標を他方の空間座標
に最小ニ乗法的に適合させるための伸縮・回転の
機能を果たすノマラメータである • b1二 b.2,b12二 －
b.1であるため， bu=b.2=l, b12=b.1=0ならば，
一方の空間座標を他方の空間座標へ直接平行移動
すれば，両方の空間座標は完全に一致する．そし
て，一方の空間座標の他方の空間座標との対応関
係を表わす2次元相関係数は次式で定義される．
ヱ（u;-u；）＞＋ヱ（v,-vY
R = I 1 - ' 2 (4) 
ヱ（u;-i) 2十玄（v;-v) 
ただし， flt,'v；は X;, Yiによって推定される， t県
の電報流入空間における理論上の座標， u,iは
U;, V；の平均中心である．したがって， Oから1の
間の値をとるR2を100倍したものは，一方の空間
座標によって他方の空間座標が説明される割合を
示す．
そこでまず，出生地別人口 OD行列にSSA-I
を：重用し，求められた出生地空間を示すと第4図
のようになる（ただし，電報流入空間との比較を容
易にするために，出生地空閣のy軸は，本来の正
と負の方向を逆にして図示してあるが，点の位置
関係は本来のものと変わらないため，このような
操作は許されるであろう）．結果のデータへの適合
度を表わす逸脱係数は0.150であり，データの構造
の復原にある程度成功しているといえよう．出生
地空聞のz軸の負の方向には東日本の府県が，正
の方向には西日ヱドの府県が布置されている．また，
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第4図出生地空間
y軸の負の方向には東北，九州、日：いいったわが国
周辺部に位置する県が，正の方向には，北海道を
除けば，わが国中央部に位置する府県が布置され
ている．したがって，北海道の位置を度外視して，
極めて巨視的に出生地空間をながめると，そこに
は，ある程度まで現実の府県間の位置関係をトポ
ロジカルに保持した，弧状の日：本列島の形をみい
だしうるのである．こうした空間構造は，当該県
への県外からの最大数の出身者が隣接道府県にみ
られる事実を反映するものである．他方，電報流
入空間（第5図）の逸脱係数は0.218で，データの構
造の復原は必ずしも良好とはいえない．出生地空
間と同様，電報流入空間のx軸の負の方向には東
日本の府県が，正の方向には西日本の府県が布置
されている.y軸についての解釈は判然としない
が，座標空間中央部には人口規模が大きな（大都市
を有する）道府県が布置しているのが特徴的であ
る．これは，各道府県の電報流動の第l位流入先
が東京，大阪，福岡，北海道，愛知であった事実
と対応するものであろう．
最後に，電報流入空間が出生地空間によって説
明される割合をみてみよう．この場合の 2次元
ユークリッド回帰式は，
( :; )=C~: ~~!) + G:：~~ -~: :~;) ( ;)
である.2次元相関係数は R=O.788であり．電報
流入空間の62%が出生地空間によって説明されて
いる．第6図は，出生地空間によって予測された，
各道府県の理論上の電報流入空間における位置
と，実際の電報流入空間における位置のズレを残
差ベクトルで示したものである．残差ベクトルの
長きが極端に長しかっ互いに複雑に交錯してい
るものは，東北各県と北関東各県との間にみられ
る．このことは，東日本の機能地域を構成する相
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第5図電報流入空間
当数の県の電報流入空間における位置が，出生地
空間のそれによって説明される創合が，全国の中
でもこの地域で最も小さいことを意味している．
この事実に，機能地域と経済活動の正準相関分析
において，第l正準変量と東目本の機能地域が最
も強〈相関していたことを考えあわせると，少な
くとも東日本の機能地域を分化させた要因として
は，経済的なものが非経済的なものにまさってい
たであろうことが推測される．同様に考えると，
同じ正単相関分析において，いずれの正準変量と
も相関しなかった東海の機能地域の場合は，電報
流入空間におけるその構成県の位置が，出生地笠
聞のそれによってかなりの程度説明されているた
め，この地域の分化の要因としては非経済的なも
のを無視することができないといえよう．しかし，
とこで用いたデータ・方法によっては，全体的にみ
た機能地域分化の要因に関し，経済的なものと非
経済的なものの優劣を特定することはできない．
わずかに， 二つの要因の機能地域分化への関与を
常識的に指摘するに留まらざるをえないのであ
る．
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第6図 出生地空間によって予測された電報流入空間と残差ベクトル
VI むすび
本稿の目的は，研究例が皆無な昭和初期のわが
国の機能地域構造を解明することであった．昭和
8 (1933）年の道府県関電報流動データに因子分析
を適用した結果，1）北海道を除〈東日本， 2）九州
を除〈西日本， 3）九州， 4）東海， 5）北海道・日本海
沿岸，の五つの機能地域の存在が確認された．こ
うした機能地域の分化は，場所間の経済的交流，
非経済的交流の結果であり，電報流動と経済活動
の関係が深いことから判断して，特に前者の地域
分化に果たす役割が大きいように恩われる．分散
説明率の大きさからみて，基本的に，当時のわが
国の機能地域は，東京を中心とする東日本と大阪
を中心とする西日本からなっていたといえよう．
銀行為替流動と電報流動がある程度類似している
と仮定すれば，こうした東・西日本の二大地域構造
は，両者の範域の変化はあるものの，明治期以降
昭和初期まで大きくは変化していなかったといえ
る．この結論をより説得カのあるものとするため
には，大正期の類似のデータを用いた分析が必要
であるが， これに関しては目下のところ望みうす
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である．
ところで，昭和期以前において当該現象の地域
間流動について調査されるのは，しばしば流動に
関連する事業において制度的変更がなされたとき
であるように思われる．例えば，明治31(1898）年
の銀行為替流動の調査は，明治26(1893）年に銀行
条例か施行されるとともに，明治32(1899）年まで
に国立銀行がすべて私立銀行に転換する時期（後
藤，1980）に行なわれている（右川義孝氏の御教示
による）．多分，銀行制度の変更に際し，マネー・
フローの実態を把握しておく必要があったのであ
ろう．そして，昭和8(1933）年の電報流動の調査は，
すでに述ぺたように，電信事業の更生を図るため
の基礎データを得る目的で行なわれている．時代
的にみて，それは，当時，わが国が戦時体制に突
入しようとしていたことと無関係ではないかもし
れない．また，関連事業の発足時期にも当該現象
の地域間流動に関する調査が行なわれている可能
性がある．したがって，今後，近代のわが国の機
能地域研究を進めるに当たっては，こうした点に
留意しながらデータの発掘に努める必要があると
いえよう．
しかし，たとえデータが入手できたとしても，
それは，OD行列の一部あるいは相当部分が欠損
した不完全データであるかもしれない．この点を
克服するためには，不完全データシらデータ全体
を復元する方法の開発も一方で、心がけなければな
らない．これに関しては，データ中の既知の部分
を制約条件として，収束計算によって解を求める，
エントロビー最大化法（Chiltonand Poet, 1973) 
がある．この方法によると，最低限，各地区の総
流出量と総流入量が判明すれば， OD行列の欠損
データを推定しうる．推定された数値は確率的に
最も起こりやすい地域間流動量を示しているが，
推定の精度の点では，OD行列の対角要素が判明
していることが望ましいようである（矢野，1989).
いずれにしても，新たなデータの発掘と欠損デー
タ推定法の開発が，より正確な近代のわが国の機
能地域像を描くためには不可欠なのである．
（東京都立大学 ・理学部）
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